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1 はじめに 
1.1 問題意識と目的 
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（平成 11）年度から 2008(平成 20)年度までの 10 年間にわたり府立高校の再編整備が行われ、
2009（平成 21）年度からは「『大阪の教育力』向上プラン」（13）がスタートした。その後 2012
（平成 24）年に制定された大阪府教育行政基本条例に基づき 2013（平成 25）年からは「『大
阪の教育力』向上プラン」が「大阪府教育振興基本計画」（14）に移行し、そして 2015（平成 27）
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年度に改正地教行法の施行を迎えた。このような状況から、「教育改革プログラム」が実施され




Ⅰ期：1989（平成元）～1998（平成 10）年度の 10 年間 
1999（平成 11）年度に策定された「教育改革プログラム」をもとに府立高校が再編整
備される前の期間 
Ⅱ期：1999（平成 11）～2008（平成 20）年度の 10 年間  
1999（平成 11）年度に策定された「教育改革プログラム」をもとに府立高校が再編整
備された期間 







・大阪府立高等学校長協会会員名簿〔1986（昭和 61）～2015（平成 27）年度〕 
・大阪公立高等学校教頭会会員名簿〔   〃   〕 
・大阪府立高等学校職員録    〔1985(昭和 60)～2006（平成 18）年度〕 
・日本教育新聞大阪版「大阪府教職員異動」 
〔（2000（平成 12）～2008(平成 20)年度〕 
・学校管理職の人事異動が報道された 4 月 1 日付発行の新聞 
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算した。 


















件数 割合（％） 件数 割合（％） 件数 割合（％） 件数 割合（％） 
Ⅰ期 401 61 15.2 294 73.3 44 11.0 2 0.5 
Ⅱ期 437（5） 61 14.0 324 74.1 49 11.2 3 0.7 
Ⅲ期 288（17） 50 17.4 208 72.2 24 8.3 6 2.1 














全着任件数 同時着任件数 割合（％） 全着任件数 同時着任件数 割合（％） 
Ⅱ期  5 1 20.0 432 60 13.9 
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44以下 45-49 50-54 55-59 60-65 65以上 人権 閉校 
Ⅰ期 61 11 14 6   9 6 8 4 3 
Ⅱ期 61（1） 12 12 3 10 10（1） 9 3 2 
Ⅲ期 50（4）   4 15  7（1）  9（1）   5（1） 8（1） 2 0 
注：（ ）内の数値は民間人校長で内数である。 
 
















44以下 45-49 50-54 55-59 60-65 65以上 人権 閉校 
Ⅰ期 44 17 10 1 3 3 1 4 5 
Ⅱ期 49 20 11 4 3 3 0 5 3 
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なし 11（4）  
教育行政職から着任 9  
転任 
なし 14  
あり 16②  





 表５をみると、転任校長で教育行政職経験者が 16 名で最多であることがわかる。一方、教
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65以上 1（1）      1<1> 1<1> 
60-65 1（1）    1<1>  1<1> 
55-59 3（1）    2 1<1> 3<1> 
50-54 2（1） 1   1<1>  2<1> 
45-49  4 1 1  1 1 4 
44以下  0      0 
人権  0      0 
小計 11（1） 2 1 0 5<2> 3<2> 11<4> 
注１：（ ）内の数値は、民間人校長で内数である。 





















65以上 0       0 
60-65 0       0 
55-59 2       2  2 
50-54 1      1 1 
45-49 3【1】     4[2]  4[2] 
44以下 3【1】 1[1]  1 2[1]  4[2] 
人権 0      0 




注３：[ ] 内の数値は、教頭２名配置校に着任した教頭数で内数である。 
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3.3.3 転任校長とともに着任した教頭について 


























65以上 1    1   1 
60-65 1    1   1 
55-59 3  1 1 1   3 
50-54 3  2  1   3 
45-49 4【1】 2[1]  1 1 1[1] 5[2] 
44以下 1  1      1 
人権 1   1   1 
小計 14 3[1] 3 3 5 1[1] 15[2] 
注１：教頭の２名配置校１校において、校長着任と同時に教頭が２名とも着任したため、教頭数は
校長数 14名より１名多い 15名となっている。 
注２：【 】内の数値は、教頭２名配置校に着任した校長数で内数ある。 
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65以上 6② 1 2  3  6 
60-65 3    3  3 
55-59 1    1  1 
50-54 1 1     1 
45-49 4 2    2 4 
44以下 0      0 
人権 1 1     1 
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65以上 1 4（1） 
60-65 2（1） 5（1） 
55-59 1 5（1） 
50-54 1 2（1） 
45-49 0   1 
44以下 0    0 
人権 0   0 
閉校 0   0 
小計 5（1） 17（4） 
注：（）内の数字は教頭と同時着任した民間人校長数を内数で示す。 
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の有無によって、表 11のように 16種類にパターン化できると考える。 
 









新任 16 12 8 4 
転任 15 11 7 3 
あり 
新任 14 10 6 2 
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